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平成 23 年２月 18 日 

各   位  

会 社 名   

代表者名 代表取締役社長 高 添 俊 幸 

（コード番号  ９４４８  東証第一部） 

問合せ責任者   ＩＲ室長 宮 田 清 治 

（問合せ窓口：ＩＲ室 ℡03-5440-3311） 

 

定款の一部変更及び全部取得条項付普通株式の取得等に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、種類株式発行に係る定款一部変更、全部取得条項に係る定

款一部変更、全部取得条項付普通株式（下記「Ⅰ.１（１）変更の理由②」において定義いたします。）

の取得、及び定時株主総会基準日に係る定款一部変更について、平成 23 年３月 29 日開催予定の当社

の臨時株主総会（以下「本臨時株主総会」といいます。）に付議することを決議し、また、全部取得条

項に係る定款一部変更について、本臨時株主総会の開催予定日と同日に開催予定の当社普通株式を有

する株主の皆様を構成員とする種類株主総会（以下「本種類株主総会」といいます。）に付議すること

等を決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．当社完全子会社化のための定款一部変更 

 

１ 種類株式発行に係る定款一部変更の件（「定款一部変更の件-１」） 

 

（１） 変更の理由 

平成 23 年１月 25 日付プレスリリース「株式会社ＭＢＫＰ２による当社普通株式等に対する

公開買付けの結果並びに親会社及び主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ」等にて

ご報告申し上げておりますとおり、株式会社ＭＢＫＰ２（以下「ＭＢＫＰ２」といいます。）は、

平成 22 年 12 月３日から平成 23 年 1 月 24 日まで当社の普通株式及び本新株予約権（注）を対

象とする公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）を行い、その結果、ＭＢＫＰ２は、

平成 23 年２月４日の決済開始日をもって、当社普通株式 8,563,314 株（本日現在における当社

の総株主の議決権に対する割合：75.75％）及び本新株予約権 470,900 個を所有するに至りまし

た。 

（注）「本新株予約権」とは、平成 20 年６月 25 日開催の当社株主総会決議及び平成 21 年３

月 18 日開催の当社取締役会決議に基づき発行された新株予約権並びに平成 20 年６月

25日開催の当社株主総会決議及び平成21年４月11日開催の当社取締役会決議に基づ

き発行された新株予約権の総称を意味します。 

 

平成 22 年 12 月２日付ＭＢＫＰ２のプレスリリース「株式会社インボイス株券等に対する公

開買付けの開始に関するお知らせ」において公表されておりますとおり、ＭＢＫＰ２は、当社
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の子会社であった株式会社ダイナシティの民事再生手続の申立て後の当社グループ全体の財務

内容の著しい悪化や、通信事業者間の顧客獲得競争の一層の激化等に伴う当社の売上・利益へ

の下落圧力の強化、スマートフォンを含む端末の多様化、固定通信と移動通信のサービス融合

等の急速な進展など、当社を取り巻く経営環境が急激に変化する中で、当社の経営基盤及び財

務基盤を強化し、中長期的に当社の企業価値を向上させうる新たなビジネスモデルを構築する

ことが当社の喫緊の課題であり、中長期的な企業価値の向上に向けられた経営施策の実行を一

般株主の皆様のリスクにおいて行うことを回避しつつ、当社が中長期的に成長し、持続的な企

業価値向上を達成するためには、マネジメント・バイアウトの手法により当社普通株式を非上

場化し、統一的な経営方針を貫徹できる態勢を構築した上で、当社の代表取締役社長の高添俊

幸氏及び常務取締役の松吉俊治氏のリーダーシップの下、当社の経営陣及び従業員が一丸とな

って上記経営施策に取り組むことが最も有効な手段であるという結論に至ったとのことです。 

一方、当社といたしましても、平成 22 年 12 月２日付当社プレスリリース「ＭＢＯの実施及

び応募の推奨に関するお知らせ」（以下「平成 22 年 12 月２日付当社プレスリリース」といいま

す。）にてお知らせ申し上げておりますとおり、当社取締役会のフィナンシャル・アドバイザー

であるドイツ証券株式会社及びリーガル・アドバイザーであるＴＭＩ総合法律事務所の助言等

を踏まえ、慎重に協議及び検討を行った結果、一般株主の皆様のリスクを回避しつつ中長期的

な企業価値の向上に向けられた経営施策を実施することが、当社にとって最善の選択肢である

とともに、当社の株主及び本新株予約権の保有者の皆様にとっても合理的な売却機会を提供す

るものであると判断するに至りました。 

以上を踏まえ、当社は、以下の①から③の方法（以下、総称して「本完全子会社化手続」と

いいます。）によりＭＢＫＰ２の完全子会社となることといたしました。 

① 当社定款の一部を変更し、種類株式を発行する旨の定めを新設いたします。 

かかる種類株式としては、以下の定款変更案に定める内容のＡ種種類株式（以下「Ａ種種

類株式」といいます。）を設けることといたします。 

② 上記①による変更後の当社定款の一部をさらに変更し、当社普通株式に、当社が株主総会

の決議によってその全部を取得する全部取得条項（以下「全部取得条項」といいます。）を

付す旨の定めを新設いたします。なお、全部取得条項が付された後の当社普通株式を、以

下「全部取得条項付普通株式」といいます。 

③ 会社法第 171 条第１項並びに上記①及び②による変更後の定款に基づき、株主総会の決議

によって、株主の皆様（当社を除きます。以下同じ。）から全部取得条項付普通株式の全て

を取得し、当該取得の対価として、当社は、株主の皆様に対し、全部取得条項付普通株式

１株と引換えにＡ種種類株式 2,826,200 分の 1株を交付いたします。この際、ＭＢＫＰ２

以外の株主の皆様に対して取得対価として割り当てられるＡ種種類株式の数は、１株未満

の端数となる予定です。 

 

株主の皆様に対するＡ種種類株式の割当ての結果生じる１株未満の端数につきましては、そ

の合計数（ただし、会社法第 234 条第１項により、その合計数に１株に満たない端数がある場

合には、当該端数は切り捨てられます。）に相当する株式を、会社法第 234 条の定めに従って売

却し、この売却により得られた代金をその端数に応じて株主の皆様に交付いたします。かかる

売却手続に関し、当社は、会社法第 234 条第２項の規定に基づき、裁判所の許可を得てＡ種種

類株式をＭＢＫＰ２に売却すること、または会社法第 234 条第２項及び第４項の規定に基づき、

裁判所の許可を得てＡ種種類株式を当社が買い取ることを予定しております。この場合のＡ種
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種類株式の売却価格につきましては、必要となる裁判所の許可が予定どおり得られた場合には、

別途定める基準日（取得日の前日を基準日とすることを予定しております。）において株主の皆

様が保有する当社普通株式数に金 1,500 円（本公開買付けにおける１株当たりの買付価格）を

乗じた金額に相当する金銭を株主の皆様に交付できるような価格に設定することを予定してお

りますが、裁判所の許可が得られない場合や、計算上の端数調整が必要な場合等においては、

実際に交付される金額が上記金額と異なる場合もあり得ます。 

 

「定款一部変更の件-１」は、本完全子会社化手続のうち①を実施するものであります。 

会社法上、全部取得条項の付された株式は種類株式発行会社のみが発行できるものとされて

いることから（会社法第 171 条第１項、第 108 条第１項第７号）、上記①は、当社普通株式に全

部取得条項を付す旨の定款変更である上記②を行う前提として、当社が種類株式発行会社とな

るため、種類株式を発行する旨の定めを新設するものでありますが、かかる種類株式としては、

以下の定款変更案に定める内容のＡ種種類株式を設けることとしております。なお、下記「全

部取得条項付普通株式の取得の件」でご説明申し上げますとおり、上記③における全部取得条

項付普通株式の取得対価はＡ種種類株式としております。 

 

なお、「定款一部変更の件-１」に係る定款の一部変更は、「定款一部変更の件-１」に係る議

案が本臨時株主総会において承認された時点でその効力を生じるものといたします。 

 

（２） 変更の内容 

変更の内容は次のとおりであります。 

（下線は変更部分を示します。） 

現 行 定 款 変  更  案 

(発行可能株式総数)  

第６条 当会社の発行可能株式総数は、３４,

１１６,４１６株とする。 

 

 

 

 

 

(新  設) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(発行可能株式総数)  

第６条 当会社の発行可能株式総数は、３４,

１１６,４１６株とし、このうち普通

株式の発行可能種類株式総数は３４,

１１６,３１６株、Ａ種種類株式の発

行可能種類株式総数は１００株とす

る。 

 

（Ａ種種類株式） 

第６条の２ 当会社は、残余財産を分配すると

きは、Ａ種種類株式を有する株主（以

下「Ａ種株主」という。）またはＡ種

種類株式の登録株式質権者（以下「Ａ

種登録株式質権者」という。）に対し、

普通株式を有する株主（以下「普通株

主」という。）または普通株式の登録

株式質権者（以下「普通登録株式質権

者」という。）に先立ち、Ａ種種類株

式１株につき１円（以下「Ａ種残余財
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(新  設) 

 

産分配額」という。）を支払う。Ａ種

株主またはＡ種登録株式質権者に対

してＡ種残余財産分配額の金額が分

配された後、普通株主または普通登録

株式質権者に対して残余財産の分配

をする場合には、Ａ種株主またはＡ種

登録株式質権者は、Ａ種種類株式１株

当たり、普通株式１株当たりの残余財

産分配額と同額の残余財産の分配を

受ける。 

 

（種類株主総会） 

第１５条の２ 第１２条、第１４条及び第１５

条の規定は、種類株主総会にこれを準

用する。 

２ 第１３条第１項の規定は、会社法第３

２４条第１項の規定による種類株主総

会の決議にこれを準用する。 

３ 第１３条第２項の規定は、会社法第３

２４条第２項の規定による種類株主総

会の決議にこれを準用する。 

 

２ 全部取得条項に係る定款一部変更の件（「定款一部変更の件-２」） 

 

（１） 変更の理由 

「定款一部変更の件-１」でご説明申し上げておりますとおり、当社は、一般株主の皆様のリ

スクを回避しつつ中長期的な企業価値の向上に向けられた経営施策を実施することが、当社に

とって最善の選択肢であるとともに、当社の株主及び本新株予約権の保有者の皆様にとっても

合理的な売却機会を提供するものであると判断するに至り、本完全子会社化手続を行うことと

いたしました。 

「定款一部変更の件-２」は、本完全子会社化手続のうち②を実施するものであり、「定款一

部変更の件-１」による変更後の当社定款の一部をさらに変更し、当社普通株式に、全部取得条

項を付す旨の定めとして、追加変更案第６条の３を新設するものであります。「定款一部変更の

件-２」に係る議案が承認され、当該定款変更の効力が生じた場合には、当社普通株式は全て全

部取得条項付普通株式となります。 

また、「全部取得条項付普通株式の取得の件」に係る議案が承認された場合、当社は株主の皆

様から全部取得条項付普通株式を取得いたしますが（本完全子会社化手続の③）、当該取得と引

換えに当社が株主の皆様に交付する取得対価は、「定款一部変更の件-１」に係る定款変更によ

り設けられるＡ種種類株式とし、当社が全部取得条項付普通株式１株につき株主の皆様に割り

当てるＡ種種類株式の数は、ＭＢＫＰ２以外の株主の皆様に対して当社が割り当てるＡ種種類

株式の数が１株未満の端数となるように、2,826,200 分の 1株としております。 
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なお、「定款一部変更の件-２」に係る定款変更の効力発生は、「定款一部変更の件-１」及び

「全部取得条項付普通株式の取得の件」に係る議案のご承認が得られること、並びに本種類株

主総会において「定款一部変更の件-２」に係る議案のご承認が得られることを条件といたしま

す。 

また、「定款一部変更の件-２」に係る定款変更の効力発生日は、平成 23 年５月 10 日といた

します。 

 

（２） 変更の内容 

変更の内容は次のとおりであります。 

（下線は変更部分を示します。） 

「定款一部変更の件-１」に係る変更後の定款 追 加 変 更 案 

（新  設） （全部取得条項） 

第６条の３ 当会社が発行する普通株式は、

当会社が株主総会の決議によって

その全部を取得できるものとする。

当会社が普通株式の全部を取得す

る場合には、普通株式の取得と引換

えに、普通株式１株につきＡ種種類

株式を2,826,200分の1株の割合を

もって交付する。 

 

Ⅱ．全部取得条項付普通株式の取得の件 

 

１ 全部取得条項付普通株式の全部を取得することを必要とする理由 

 

「定款一部変更の件-１」でご説明申し上げておりますとおり、当社は、一般株主の皆様のリスク

を回避しつつ中長期的な企業価値の向上に向けられた経営施策を実施することが、当社にとって最

善の選択肢であるとともに、当社の株主及び本新株予約権の保有者の皆様にとっても合理的な売却

機会を提供するものであると判断するに至り、本完全子会社化手続を行うことといたしました。 

全部取得条項付普通株式の取得は、本完全子会社化手続のうち③を実施するものであり、会社法

第 171 条第１項並びに「定款一部変更の件-１」及び「定款一部変更の件-２」による変更後の当社

定款に基づき、株主総会の決議によって、株主の皆様から全部取得条項付普通株式の全てを取得し、

当該取得と引換えに、以下に定めるとおり、株主の皆様に対し取得対価を交付するものであります。 

「定款一部変更の件-２」に係る変更後の当社定款の規定に基づき、全部取得条項付普通株式の取

得対価は、「定款一部変更の件-１」に係る定款変更により設けられるＡ種種類株式とし、全部取得

条項付普通株式１株につき割り当てられるＡ種種類株式の数は 2,826,200 分の 1株とさせていただ

いております。この結果、「全部取得条項付普通株式の取得の件」に係る議案が承認された場合、Ｍ

ＢＫＰ２以外の株主の皆様に対して当社が割り当てるＡ種種類株式の数は、１株未満の端数となる

予定です。このように、割り当てられるＡ種種類株式の数が１株未満の端数となる株主の皆様に関

しましては、会社法第 234 条の定めに従って以下のとおり１株未満の端数処理がなされ、最終的に

は現金が交付されることになります。 
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当社では、「全部取得条項付普通株式の取得の件」に係る議案が承認された場合に、株主の皆様に

割り当てられることとなる１株未満の端数の合計数（会社法第 234 条第１項により、その合計数に

１株に満たない端数がある場合には、当該端数は切り捨てられます。）に相当する数のＡ種種類株式

について、会社法第 234 条第２項の規定に基づく裁判所の許可を得た上で、ＭＢＫＰ２に対して売

却すること、または会社法第 234 条第２項及び第４項の規定に基づく裁判所の許可を得た上で、当

社が買い取ることを予定しております。この場合の当社のＡ種種類株式の売却価格につきましては、

必要となる裁判所の許可が予定どおり得られる場合には、別途定める基準日（取得日の前日を基準

日とすることを予定しております。）において株主の皆様が保有する当社普通株式数に金 1,500 円

（本公開買付けにおける当社普通株式１株当たりの買付価格）を乗じた金額に相当する金銭を株主

の皆様に交付できるような価格に設定することを予定しておりますが、裁判所の許可が得られない

場合や、計算上の端数調整が必要な場合等においては、実際に交付される金額が上記金額と異なる

場合もあり得ます。 

 

２ 全部取得条項付普通株式の取得の内容 

 

（１） 全部取得条項付普通株式の取得と引換えに交付する取得対価及びその割当てに関する事項 

会社法第 171 条並びに「定款一部変更の件-１」及び「定款一部変更の件-２」による変更後

の当社定款の規定に基づき、全部取得条項付普通株式の取得と引換えに、取得日（下記（２）

にて定めます。）において、別途定める基準日（取得日の前日を基準日とすることを予定してお

ります。）の最終の当社の株主名簿に記録された全部取得条項付普通株式の株主の皆様に対して、

その所有する全部取得条項付普通株式１株につき、Ａ種種類株式を 2,826,200 分の 1株の割合

をもって交付いたします。 

 

（２） 取得日 

平成 23 年５月 10 日 

 

（３） その他 

「全部取得条項付普通株式の取得の件」に係る全部取得条項付普通株式の取得の効力発生は、

「定款一部変更の件-１」及び「定款一部変更の件-２」に係る定款変更の効力が生じることを

条件といたします。 

なお、その他の必要事項につきましては、取締役会にご一任願いたいと存じます。 

 

３ 上場廃止 

 

本臨時株主総会において「定款一部変更の件-１」、「定款一部変更の件-２」及び「全部取得条項

付普通株式の取得の件」に係る議案が原案どおり承認可決され、本種類株主総会において「定款一

部変更の件-２」に係る議案のご承認が得られた場合には、当社普通株式は、株式会社東京証券取引

所市場第一部（以下「東証一部」といいます。）の上場廃止基準に該当することとなり、平成 23 年

３月 29 日から平成 23 年４月 29 日まで整理銘柄に指定された後、平成 23 年４月 30 日をもって上場

廃止となる予定です。上場廃止後は、当社普通株式を東証一部において取引することはできません。 
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Ⅲ．定時株主総会基準日に係る定款一部変更の件（「定款一部変更の件-３」） 

 

１ 変更の理由 

 

当社の定款第 10 条におきましては、多数の株主の皆様に対する株主総会招集手続の事務手続を円

滑に実施するため、定時株主総会の基準日を定めております。しかし、上記「全部取得条項付普通

株式の取得の件」に係る全部取得条項付普通株式の全部取得の決議が効力を生じた場合には、当社

は、ＭＢＫＰ２の完全子会社となり、上記基準日を定める必要がなくなりますので、同条を削除し、

条数の繰り上げ等の調整をするものです。 

同条を削除した場合、当社の定時株主総会において議決権を行使することのできる株主の皆様は、

当該定時株主総会開催時の株主の皆様となります。 

 

２ 変更の内容 

 

変更の内容は次のとおりです。 

なお、本件に係る定款変更は、本臨時株主総会において「定款一部変更の件-１」、「定款一部変更

の件-２」及び「全部取得条項付普通株式の取得の件」に係る議案のご承認が得られること、並びに

本種類株主総会において「定款一部変更の件-２」に係る議案のご承認が得られることを条件として、

その効力が生じるものといたします。 

したがって、本件「定款一部変更の件-３」に係る定款変更の効力が生じた場合には、本年６月に

開催が予定されております定時株主総会において議決権を行使することのできる株主の皆様は、Ｍ

ＢＫＰ２のみとなる予定です。 

（下線は変更部分を示します。） 

「定款一部変更の件-１」に係る変更後の定款 追加変更案 

（基準日） 

第１０条 当会社は毎年３月３１日の最終の株

主名簿に記載または記録された議決

権を有する株主をもって、その事業

年度に関する定時株主総会において

権利を行使することができる株主と

する｡ 

２ 前項にかかわらず、必要がある場合

は、取締役会の決議によって、あら

かじめ公告して、一定の日の最終株

主名簿に記載または記録された株主

または登録株式質権者をもって、そ

の権利を行使することができる株主

または登録株式質権者とすることが

できる。 

 

第１１条 

  ～      （条文省略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０条 

  ～      （条文省略） 

第１４条 
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第１５条 

 

（種類株主総会） 

第１５条の２ 第１２条、第１４条及び第１５

条の規定は、種類株主総会にこれを準

用する。 

２ 第１３条第１項の規定は、会社法第３

２４条第１項の規定による種類株主総

会の決議にこれを準用する。 

３ 第１３条第２項の規定は、会社法第３

２４条第２項の規定による種類株主総

会の決議にこれを準用する。 

 

（以下、条文省略） 

（種類株主総会） 

第１５条  第１１条、第１３条及び第１４条

の規定は、種類株主総会にこれを準

用する。 

２ 第１２条第１項の規定は、会社法第

３２４条第１項の規定による種類株

主総会の決議にこれを準用する。 

３ 第１２条第２項の規定は、会社法第

３２４条第２項の規定による種類株

主総会の決議にこれを準用する。 

 

（以下、条文省略） 

 

 

Ⅳ．取締役５名選任の件 

 

１ 取締役候補者の氏名 

 

鈴木荘平 

加笠研一郎 

池田大輔 

Michael Kim（マイケル・キム） 

Jay Bu（ジェイ・ブー） 

 

２ 新任取締役候補の略歴等 

 

候補者 

番 号 

氏   名 

(生年月日) 

略歴、当社における地位、担当 

及び重要な兼職の状況 

所有する当社

株式の数 

平成６年４月 株式会社ボストン・コンサルティング・グループ入

社 

平成 11 年８月 ゴールドマン・サックス証券会社（現ゴールドマン・

サックス証券株式会社）入社 

平成 14 年５月 A.T.カーニー株式会社入社 

平成 18 年４月 MBK パートナーズ株式会社入社（現在） 

平成 19 年９月 弥生株式会社取締役（現任） 

平成 20 年 10 月 田崎真珠株式会社取締役（現任） 

平成 20 年 10 月 MBK パートナーズ株式会社代表取締役（現任） 

１ 

鈴木 荘平 

昭和 46 年６

月 13 日生 

平成 22 年９月 株式会社 MBKP2 代表取締役（現任） 

０株 
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平成５年４月  株式会社あさひ銀行（現株式会社りそなホールディ

ングス）入行 

平成 12 年７月 ゴールドマン・サックス証券会社（現ゴールドマン・

サックス証券株式会社）入社 

平成 15 年 12 月 同社投資銀行部門 ヴァイス・プレジデント 

平成 17 年 12 月 同社プリンシパル・インベストメント・エリア ヴ

ァイス・プレジデント 

平成 21 年２月 MBK パートナーズ株式会社入社（現在） 

平成 22 年１月 MBK パートナーズ株式会社 代表取締役（現任） 

２ 

加笠 研一郎 

昭和43年1月

17 日生 

平成 22 年６月 株式会社ユー・エス・ジェイ取締役（現任） 

０株 

平成 13 年４月 株式会社富士銀行(現株式会社みずほ銀行)入行 

平成 15 年９月 株式会社グラックス・アンド・アソシエイツ入社 

平成 16 年９月 株式会社 MKS パートナーズ入社 

平成 20 年４月 MBK パートナーズ株式会社入社（現在） 

平成 22 年９月 株式会社 MBKP2 取締役（現任） 

３ 

池田 大輔 

昭和 52 年７

月 18 日生 

平成 23 年１月 田崎真珠株式会社取締役（現任） 

０株 

昭和 61 年５月 ゴールドマン・サックス入社 

平成７年３月 ソロモン・ブラザーズ入社 

平成 10 年２月 カーライル・グループ アジア代表 

平成 17 年３月 MBK パートナーズ共同設立パートナー(現任) 

平成 18 年６月 HK Mutual Savings Bank 取締役（現任） 

平成 19 年５月 China Network Systems Co.,Ltd.取締役（現任） 

平成 19 年９月 弥生株式会社取締役（現任） 

平成 19 年 11 月 C&M Co.,Ltd.取締役（現任） 

平成 20 年２月 株式会社 MBKP2 取締役（現任） 

４ 

Michael 

Kim(マイケ

ル・キム) 

昭和 38 年 10

月８日生 

平成 20 年 10 月 田崎真珠株式会社取締役（現任） 

０株 

平成 10 年１月 ソロモン・スミス・バーニー入社 

平成 11 年４月 カーライル・グループ入社 

平成 17 年３月 MBK パートナーズ共同設立パートナー(現任) 

平成 19 年８月 China Network Systems Co.,Ltd.取締役（現任） 

平成 20 年３月 C&M Co.,Ltd.取締役（現任） 

平成 20 年７月 弥生株式会社取締役（現任） 

平成 20 年 10 月 田崎真珠株式会社取締役（現任） 

平成 21 年６月 株式会社ユー・エス・ジェイ取締役（現任） 

５ 

Jay Bu(ジェ

イ・ブー) 

昭和 45 年 12

月 29 日生 

平成 22 年９月 株式会社 MBKP2 取締役（現任） 

０株 
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Ⅴ．本完全子会社化手続の日程の概要（予定） 

 

本完全子会社化手続の日程の概略（予定）は以下のとおりです。 

 

本種類株主総会の基準日公告 平成 23 月１月 27 日（木）

本臨時株主総会及び本種類株主総会基準日 平成 23 年２月 10 日（木）

本臨時株主総会及び本種類株主総会招集に関する取締役会決議 平成 23 年２月 18 日（金）

本臨時株主総会及び本種類株主総会の開催 平成 23 年３月 29 日（火）

種類株式発行に係る定款一部変更（「定款一部変更の件-１」）の効

力発生日 
平成 23 年３月 29 日（火）

当社普通株式の東証一部における整理銘柄への指定 平成 23 年３月 29 日（火）

当社普通株式の東証一部における売買最終日 平成 23 年４月 28 日（木）

当社普通株式の東証一部における上場廃止日 平成 23 年４月 30 日（土）

全部取得条項付普通株式の取得及びＡ種種類株式の交付に係る基

準日 
平成 23 年５月９日（月）

全部取得条項に係る定款一部変更（「定款一部変更の件-２」）の効

力発生日 
平成 23 年５月 10 日（火）

全部取得条項付普通株式の取得及びＡ種種類株式交付の効力発生

日 
平成 23 年５月 10 日（火）

 

 

Ⅵ．支配株主との取引等に関する事項 

 

上記Ⅱに記載の全部取得条項付普通株式の取得（以下「本件取得」といいます。）は、支配株主と

の取引等に該当します。当社は、コーポレートガバナンス報告書において「支配株主との取引等を

行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は定めておりませんが、支配株主との取引等

を行う際には、必要に応じて弁護士や第三者機関の助言を取得するなど、その取引内容及び条件の

公正性を担保するための措置を講ずるとともに、取締役会において慎重に審議の上決定することと

し、少数株主の利益を害することのないよう適切に対応することといたしております。 

本件取得を行うに際しても、以下の対応を行っております。 

すなわち、当社は、本公開買付け及び本件取得からなる一連の取引（以下「本件取引」といいま

す。）の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置として、平成 22 年 12 月２

日付当社プレスリリースの２．（３）記載の各措置を講じております。 

また、当社は、本取引に関する当社取締役会を公正に実施し、その意思決定過程における恣意性

を排除することを目的として、平成 22 年 12 月２日付当社プレスリリースにてお知らせしておりま

すとおり、ＭＢＫＰ２及び当社取締役会から独立性が高い社外監査役２名及び外部有識者１名から

構成される第三者委員会を設置していたところ、かかる第三者委員会より、平成 23 年 2 月 14 日付

で、（ａ）本公開買付けを含む本取引は、当社企業価値の向上を目的として行われるものであると認

められ、本取引の目的は正当であり、（ｂ）本公開買付けを含む本取引に係る交渉過程の手続は公正

であると認められ、また、（ｃ）本公開買付けを含む本取引により株主及び本新株予約権の保有者に

交付される対価は妥当であり、(ａ)ないし(ｃ)等を前提とすると本取引は少数株主にとって不利益

ではないと認められる旨の意見を取得しております。 

加えて、当社の取締役のうち、本公開買付け後に継続して当社の経営にあたること等についてＭ
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ＢＫＰ２と合意している当社の代表取締役社長である高添俊幸氏及び当社の常務取締役である松吉

俊治氏は、本件取得に関し当社と構造的な利益相反状態にあることに鑑み、特別利害関係人として、

平成 23 年２月 18 日開催の当社取締役会における本件取得に関する議案の審議及び決議に参加して

おりません。当該取締役会における当該議案については、上記２名を除いた当社の取締役全員が審

議及び決議に参加し、参加した取締役の全員一致で、本件取得に係る議案を本臨時株主総会に付議

する旨を決議しております。また、同議案の審議については、当社の監査役全員が参加し、いずれ

も当社の取締役会が上記決議を行うことにつき異議がない旨の意見を述べております。これらの取

締役会決議の方法そのほかの利益相反を回避するための措置に関して、当社のリーガル・アドバイ

ザーであるＴＭＩ総合法律事務所の助言を得ております。 

 

以 上 

 


